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第１ 郵便業務管理規程について 

１ 郵便業務管理規程とは 

  郵便業務管理規程とは、郵便のユニバーサルサービスと信書の

秘密を確保するために必要な事項等を定めたもので、郵便法（昭

和２２年法律第１６５号。以下「法」という。）第７０条第１項に

より、日本郵便株式会社は、郵便業務管理規程を定めることにな

っている。 

 

○郵便業務管理規程に記載する事項（法第７０条第２項） 

  ①郵便の業務の管理に関する事項 

  ②郵便差出箱の設置その他の郵便物の引受方法 

  ③郵便物の配達の方法 

  ④上記②③のほか、郵便物の送達の方法 

  ⑤総務省令で定める事項 

・法第６条の重要な郵便物に関する事項 

・郵便切手その他郵便に関する料金を表す証票に関する事項 

 

２ 総務大臣の認可 

郵便業務管理規程の内容は、国民生活・経済に与える影響が大

きいことから法第７０条第１項により、総務大臣の認可を受ける

こととなっている。変更する場合も同様。 

 

３ 審議会への諮問 

法第７３条第１号に基づき、総務大臣は郵便業務管理規程の認

可を行うにあたり、情報通信行政・郵政行政審議会に諮問するこ

ととなっており、今回諮問を行っているもの。 

 

 

  

日本郵便（株）から認可申請書提出(２５.１２.２) 

情報通信行政・郵政行政審議会へ諮問(２５.１２.６) 

総務大臣認可 

 
 

 

情報通信行政・郵政行政審議会からの答申 

 

日本郵便(株)において新料額の切手類を発売（２６．３．３予定） 
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第２ 日本郵便株式会社からの申請 

１ 概要 

（１）郵便切手等の金額の変更 

種類 現行の金額 改正後の金額 

郵便切手 1、3、5、10、20、30、

50、70、80、90、100、

110、120、130、140、

160、200、270、300、

350、420、500、1,000 

1、2、3、5、10、20、

30、50、52、70、80、

82、90、92、100、110、

120、130、140、160、

200、205、270、280、

300、310、350、420、

500、1,000 

郵便葉書の料額印面 50 52 

郵便書簡の料額印面 60 62 

特定封筒の料額印面 350、500 360、510 

 ※郵便切手の欄で下線部分が新規で追加、二重取消線部分が廃止

されるもの。 

 ※特定封筒とは、レターパックのこと。 

（２）その他所要の経過措置を設ける。 

 

２ 変更する理由 

平成２６年４月１日に消費税の税率が５％から８％に引き上げ

られることに伴い、郵便料金の変更を行うことから、新たな料金

に対応した郵便切手類の発行を行うとともに、旧料額となる郵便

切手類や販売枚数が少ない料額の郵便切手類の廃止を行う必要が

あるため。 

 

３ 実施予定期日 

  平成２６年３月３日（月） 
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 現行 改正 主な用途 審査結果 

郵
便
切
手 

新規 2円 

現行料金と変更料金との差額用切手

として発行。 
・第一種定形郵便物：80円→82円 

90円→92円 

・第二種郵便物  ：50円→52円 

変更内容は、料金変更に伴う

ものであり、料金納付のため

の金額として、適切に定めら

れていると認められる。 

 

新規 52円 

料金変更後の第二種郵便物用の切手

として発行。現行 50円切手は組合せ

用として存続。 

80円 82円 

料金変更後の第一種定形郵便物(25g

以内)用の切手として発行。現行 80円

切手は廃止。 

新規 92円 

料金変更後の第一種定形郵便物(25g

超 50g以内)用の切手として発行。現

行 90円切手は国際郵便用として存続。 

160円 廃止 

特定記録郵便用の切手としていたが、

販売枚数が少ないため廃止する。な

お、料金変更後の新切手（160円で変

わらず）についても販売が見込めない

ため発行しない。 

特定記録郵便は、郵便局差出

が前提であり、窓口で料金を

現金により支払うことがで

きることから、廃止しても料

金納付に支障がないものと

認められる。 

200円 205円 

料金変更後の第一種定形外郵便物

(100g超 150g以内)用の切手として発

行。現行 200円切手は廃止。 

変更内容は、料金変更に伴

うものであり、料金納付の

ための金額として、適切に

定められていると認められ

る。 
270円 280円 

料金変更後の速達(250g以内)用の切

手として発行。現行 270円切手は廃止。 

300円 310円 
料額変更後の簡易書留用の切手とし

て発行。現行 300円切手は廃止。 

350円 廃止 

第一種定形郵便物(25g以内)の速達用

(80円+270円)の切手としていたが、

料金変更後の新切手(362円切手(82円

+280円))は、販売数が見込めなく、用

途が限定されるため、発行をしない。

現行 350円切手は廃止。 

第一種定形郵便物（25g以

内）82円切手と速達用 280

円切手が発行されることか

ら、新切手の発行がなくても

料金納付に支障がないもの

と認められる。 

420円 廃止 

現金書留や一般書留用の切手として

いたが、販売枚数が少ないため廃止

し、料額変更後の新切手(430円)は発

行しない。 

書留は、郵便局差出が前提で

あり、窓口で料金を現金によ

り支払うことができること

から、新切手を発行しなくて

も料金納付に支障がないも

のと認められる。 

郵便葉書 50 52 料金変更後の郵便葉書として発行。 変更内容は、料金変更に伴う

ものであり、料金納付のため

の金額として、適切に定めら

れていると認められる。 

郵便書簡 60 62 料金変更後の郵便書簡として発行。 

特定封筒 350 360 
料金変更後の特定封筒として発行。 

500 510 

４ 今回、新たに発行又は廃止する郵便切手等の取扱いについて 

（例） 
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第３ 審査結果 
法の規定に適合したものと認められることから、認可することが適当である。 

審査基準 
審査 

結果 
理由 

郵便物の秘密を保護するため適切なものであるこ

と。（法第７０条第３項第１号） 

－ 従前と同様の取扱い

であり変更はない。 

総務省令で定める基準に適合する郵便差出箱の設

置その他の郵便物を随時、かつ、簡易に差し出す

ことを可能とするものとして総務省令で定める基

準に適合する郵便物の引受けの方法が定められて

いること。（法第７０条第３項第２号） 

－ 同上 

一週間につき六日以上郵便物の配達を行うことが

できるものとして総務省令で定める基準に適合す

る郵便物の配達の方法が定められていること。（法

第７０条第３項第３号） 

－ 同上 

郵便物（国際郵便に係るものを除く。以下この号

において同じ。）について差し出された日から三日

（国民の祝日に関する法律（昭和二十三年法律第

百七十八号）に規定する休日その他総務省令で定

める日の日数は、算入しない。）以内（郵便物が、

地理的条件、交通事情その他の条件を勘案して総

務省令で定める地域から差し出され、又は当該地

域にあてて差し出される場合にあつては、三日を

超え二週間を超えない範囲内で総務省令で定める

日数以内）に送達することが定められていること。

（法第７０条第３項第４号） 

－ 同上 

郵便物を引き受けた場合において、総務省令で定

める場合を除き、郵便物の表面の見やすい所に、

総務省令で定める基準に適合する通信日付印を押

印することが定められていること。（法第７０条第

３項第５号） 

－ 同上 

その他総務省令で定める基準に適合するものであ

ること。（法第７０条第３項第６号） 

  

 郵便物を引き受けた場合において、引受けの際

現にその表面の見やすい所に郵便という文字

が掲げられている場合その他の郵便物である

ことが一見して明らかである場合を除き、当該

郵便物の表面の見やすい所に郵便物であるこ

とを表示することが定められていること。（郵

便法施行規則（平成１５年総務省令第５号）第

３０条第８項第１号） 

－ 同上 

法第六条の重要な郵便物を定める方法が適切 － 同上 
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審査基準 
審査 

結果 
理由 

に定められていること。（同規則第３０条第８

項第２号） 

郵便切手等の金額の種類が郵便に関する料金

の納付の用に供するものとして適切に定めら

れていること。（同規則第３０条第８項第３号） 

適 変更後の郵便切手等

の金額の種類は、適

切に定められている

と認められる。 

郵便切手等の種類、大きさその他の様式に関す

る事項並びに主題及び意匠の選定基準が適切

に定められていること。（同規則第３０条第８

項第４号） 

－ 従前と同様の取扱い

であり変更はない。 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 

参考資料 
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１ 切手の主な利用用途（現行・改正ともに２３券種） 
現行 改正 主な例 

1 1 ・第三種郵便物の組合せ用の切手 

新規 2 

・現行の第一種定形郵便物の料金（２５ｇ以内８０円）と消費税率８％後の料金（８２円）

との差額用 

・現行の第一種定形郵便物の料金（２５ｇ超５０ｇ以内９０円）と消費税率８％後の料金

（９２円）との差額用 

・現行の第二種郵便物の料金（５０円）と消費税率８％後の料金（５２円）との差額用 

・第三種郵便物の組合せ用の切手 

3 3 ・第三種郵便物の組合せ用の切手 

5 5 

・現行の第一種定形外郵便物の料金（１００ｇ超１５０ｇ以内２００円）と消費税率８％

後の料金（２０５円）との差額用 

・第三種郵便物、第四種郵便物の組合せ用の切手 

10 10 

・多様な組合せ用の切手 

・現行の速達郵便物の料金（２７０円）と消費税率８％後の料金（２８０円）との差額用 

・現行の簡易書留郵便物の料金（３００円）と消費税率８％後の料金（３１０円）との差

額用 

・第三種郵便物、第四種郵便物の組合せ用の切手 

・「現金書留」（損害要償額５０００円ごとに１０円増）用の組合せ用の切手 

20 20 ・多様な組合せ用の切手 

30 30 ・多様な組合せ用の切手 

50 50 ・多様な組合せ用の切手 

新規 52 ・料金改定後の第二種郵便物用の切手 

70 70 ・国際郵便の航空通常郵便葉書用の切手 

80 廃止 ・料金改定前の第一種定形郵便物（２５ｇ以内）用の切手。料額改定のため廃止 

新規 82 ・料金改定後の第一種定形郵便物（２５ｇ以内）用の切手 

90 90 ・国際郵便の航空通常定形郵便物（２５ｇ以内）第１地帯用の切手 

新規 92 ・料金改定後の第一種定形郵便物（２５ｇ超５０ｇ以内）用の切手 

100 100 ・多様な組合せ用の切手 

110 110 
・国際郵便の航空通常定形郵便物（２５ｇ以内）第２地帯用の切手 

・第四種郵便物（植物種子等（５０ｇ超７５ｇ以内））用の切手 

120 120 ・第一種定形外郵便物（５０ｇ以内）用の切手 

130 130 
・国際郵便の航空通常定形郵便物（２５ｇ以内）第３地帯用の切手 

・第四種郵便物（植物種子等（７５ｇ超１００ｇ以内））用の切手 

140 140 ・第一種定形外郵便物（５０ｇ超１００ｇ以内）用の切手 

160 廃止 ・特定記録郵便の特殊取扱料金用の切手としていたが、販売枚数が少ないため廃止 

200 廃止 
・料金改定前の第一種定形外郵便物（１００ｇ超１５０ｇ以内）用の切手。料額改定のた

め廃止 

新規 205 ・料金改定後の第一種定形外郵便物（１００ｇ超１５０ｇ以内）用の切手 

270 廃止 
・料金改定前の郵便物「速達」（２５０ｇ以内）の特殊取扱料金用の切手。料額改定のた

め廃止 

新規 280 ・料金改定後の郵便物「速達」（２５０ｇ以内）の特殊取扱料金用の切手 

300 廃止 ・料金改定前の郵便物「簡易書留」の特殊取扱料金用の切手。料額改定のため廃止 

新規 310 ・料金改定後の郵便物「簡易書留」の特殊取扱料金用の切手 

350 廃止 

・第一種定形郵便物（２５ｇ以内）の「速達」（８０円＋２７０円）用の切手又は高額対

応の組合せ用切手として発行していたが、料金改定後の第一種定形郵便物（２５ｇ以内）

の「速達」料金は３６２円（＝８２円＋２８０円）となるため、高額対応の組合せ用切

手としての利用用途に限定されることととなり、これまでの販売枚数が見込めないため

廃止 

420 廃止 
・郵便物「現金書留」（損害要償額１万円まで）や「一般書留」（損害要償額１０万円ま

で）の特殊取扱料金用の切手としていたが、販売枚数が少ないため廃止 

500 500 ・高額対応用の切手 

1000 1000 ・高額対応用の切手 
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２ 参照条文 
 

○郵便法（昭和２２年法律第１６５号） 

（郵便業務管理規程） 

第七十条 会社は、業務開始の際、郵便の業務の管理に関する規程（以下「郵

便業務管理規程」という。）を定め、総務大臣の認可を受けなければならない。

これを変更しようとするときも、同様とする。 

２ 郵便業務管理規程には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 郵便の業務の管理に関する事項 

二 郵便差出箱の設置その他の郵便物の引受けの方法 

三 郵便物の配達の方法 

四 前二号に掲げるもののほか、郵便物の送達の方法 

五 その他総務省令で定める事項 

３ 総務大臣は、郵便業務管理規程に記載された前項各号に掲げる事項が次に

掲げる基準に適合していると認めるときでなければ、第一項の認可をしては

ならない。 

一 郵便物の秘密を保護するため適切なものであること。 

二 総務省令で定める基準に適合する郵便差出箱の設置その他の郵便物を随

時、かつ、簡易に差し出すことを可能とするものとして総務省令で定める基

準に適合する郵便物の引受けの方法が定められていること。 

三 一週間につき六日以上郵便物の配達を行うことができるものとして総務

省令で定める基準に適合する郵便物の配達の方法が定められていること。 

四 郵便物（国際郵便に係るものを除く。以下この号において同じ。）につい

て差し出された日から三日（国民の祝日に関する法律（昭和二十三年法律第

百七十八号）に規定する休日その他総務省令で定める日の日数は、算入しな

い。）以内（郵便物が、地理的条件、交通事情その他の条件を勘案して総務

省令で定める地域から差し出され、又は当該地域にあてて差し出される場合

にあつては、三日を超え二週間を超えない範囲内で総務省令で定める日数以

内）に送達することが定められていること。 

五 郵便物を引き受けた場合において、総務省令で定める場合を除き、郵便物

の表面の見やすい所に、総務省令で定める基準に適合する通信日付印を押印

することが定められていること。 

六 その他総務省令で定める基準に適合するものであること。 

  

（審議会等への諮問） 

第七十三条 総務大臣は、次に掲げる場合には、審議会等（国家行政組織法（昭

和二十三年法律第百二十号）第八条に規定する機関をいう。）で政令で定める

ものに諮問しなければならない。 

一 第六十七条第三項、第六十八条第一項又は第七十条第一項の規定による認

可をしようとするとき。 

二・三 （略） 
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○郵便法施行規則（平成１５年総務省令第５号） 

（郵便業務管理規程の記載事項） 

第二十九条 法第七十条第二項第五号の総務省令で定める事項は、次のとおり

とする。 

一 法第六条の重要な郵便物に関する事項 

二 郵便切手その他郵便に関する料金を表す証票（以下「郵便切手等」という。）

に関する事項 

 

（郵便業務管理規程の認可基準） 

第三十条 (略) 

２～７ （略） 

８ 法第七十条第三項第六号の総務省令で定める基準は、次のとおりとする。 

一 郵便物を引き受けた場合において、引受けの際現にその表面の見やすい所

に郵便という文字が掲げられている場合その他の郵便物であることが一見

して明らかである場合を除き、当該郵便物の表面の見やすい所に郵便物であ

ることを表示することが定められていること。 

二 法第六条の重要な郵便物を定める方法が適切に定められていること。 

三 郵便切手等の金額の種類が郵便に関する料金の納付の用に供するものと

して適切に定められていること。 

四 郵便切手等の種類、大きさその他の様式に関する事項並びに主題及び意匠

の選定基準が適切に定められていること。 
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